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(6) 希望する沖縄旅行の出発日(曜日) 

経験者全体としては、月曜と金曜がそれぞれ 3 割弱を占める。年齢別にみると、50 代

の 4 割超が月曜を希望し割合が高く、次いで 20 代及び 60 代が 3 割前後を占め割合

が高い。また、40 代の過半が金曜を希望し割合が高く、次いで 20～30 代が 3 割前後を

占め割合が高い (図表 2-26) 。 

図表 2-26 希望する沖縄旅行の出発日(曜日)×(経験者／n=191) 

 

(7) 離島旅行の阻害要因[2.(3)の再集計]

経験者全体としては、特に「旅行しにくいと感じることはない」の割合が最も高く、次い

で「費用」、「移動時間」の順で割合が高い。年齢別にみると、60 代及び 20 代で特に

「旅行しにくいと感じることはない」の割合が高い一方で、40 代で「費用」の割合が高い

(図表 2-27)。 

図表 2-27 離島旅行の阻害要因(複数回答上位 5 項目)×年齢(経験者／n=191) 
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Ⅳ． 結びに―離島における交流人口の増加に向けて―

1. 人口減少化に直面している離島にとって、観光による交流人口の増加は、地域を持続さ

せるための重要課題である。その解決の糸口として、今次アンケート結果からは、(1)各離

島の認知度向上の必要性と(2)有望なターゲット層への訴求の 2 点が抽出される。

(1) 各離島の認知度向上

離島の認知度には大きく偏りがあり、また認知度の高さが必ずしも旅行に繋がっ

ていない離島もみられる等の現状を踏まえ、まずは認知度向上に向けて取り組むこ

とが必要である。テレビ等の目に入りやすいメディアを通じて、あるいは空港や港等

においてビジュアルなイメージを伝えるとともに、旅行ガイドブックや Web サイト等

の具体的、詳細な離島情報へ誘導する等、場面に応じたより多面的な情報発信が

求められる。 

(2) 有望なターゲット層への訴求 

今次アンケートからは、シニア層は旅行単価が比較的高く、離島旅行への抵抗

が少ないとの結果がでている。他の年代層に比べて時間や金銭的に比較的余裕

があり、これからの超高齢化社会のターゲットとしても有望な層である。さらに、アン

ケート結果では、シニア層の旅行志向は夏期、週末のピーク時を外した時期が好ま

れる傾向にあり、狭小がゆえにキャパシティが小さく混雑等の負荷を受けやすい離

島にとっては、好適なターゲットである。

2. 今次アンケートでは対象外の県民やインバウンドも今後の有望なターゲットとなろう。前者

は沖縄に住む身近な客層として、後者は大都市圏から地方へ、さらに団体旅行から個人

旅行へ志向がシフトしている客層として、いずれも離島にとって有望な客層となることが見

込まれる。

3. 近時の旅行形態は、移動手段でみても、空路だけでなくクルーズ船による旅行の増加、

空路も LCC やチャーター便の就航等多様化しており、チャーター便や周遊船による新

ルート形成等も可能性を秘めている。旅行検討の媒体も従来のテレビやガイドブック等の

マス情報だけでなく、SNS のような個人による双方向情報も急速に進展しており、離島に

とっても今後は多様なアプローチが可能となろう。官民が一層の連携を図り、よりよい方向

へと向かうことを期待したい。
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　　平成１１年度マイホーム新築資金利用者調査報告
　　平成１１年度マンション購入資金利用者調査報告

82 ( 13. 1 )

○ 台湾アグロインダストリー調査報告 83 ( 13. 3 )

○ １９９９年度ホテル経営状況 84 ( 13. 3 )

○ ２０００・２００１年度設備投資計画調査報告（２００１年３月調査） 85 ( 13. 5 )

○ 地方都市の水産物市場と水産業の振興
　　―自由な市場と消費の拡大―

86 ( 13. 7 )

○ ２０００・２００１年度設備投資計画調査報告（２００１年９月調査） 87 ( 13.12 )

○ マンションの維持管理に関する調査報告 88 ( 14. 1 )

○ 台湾情報通信産業調査報告 89 ( 14. 2 )

○ ２０００年度ホテル経営状況 90 ( 14. 3 )

○ 県内ホテルの経営課題と改善に向けた方向性 90 ( 14. 3 )

○ ２００１・２００２年度設備投資計画調査報告（２００２年３月調査） 91 ( 14. 6 )

○ データ解説
　　平成１３年度マイホーム新築資金利用者調査報告
　　平成１３年度マンション購入資金利用者調査報告

92 ( 14.11 )

○ ２００１・２００２年度設備投資計画調査報告（２００２年９月調査） 93 ( 14.12 )

○ ２００１年度ホテル経営状況 94 ( 15. 7 )

○ ２００２・２００３年度設備投資計画調査報告（２００３年３月調査） 95 ( 15. 8 )

○ ２００２・２００３年度設備投資計画調査報告（２００３年９月調査） 96 ( 16. 1 )

○ ２００３・２００４年度設備投資計画調査報告（２００４年３月調査） 97 ( 16. 6 )

○ データ解説
　　平成１４年度マイホーム新築資金利用者調査報告
　　平成１４年度マンション購入資金利用者調査報告

98 ( 16. 7 )

○ ２００２年度ホテル経営状況 99 ( 16. 8 )

○ ２００３・２００４年度設備投資計画調査報告（２００４年９月調査） 100 ( 16.11 )

○ ２００４・２００５年度設備投資計画調査報告（２００５年３月調査） 101 ( 17. 6 )

○ ２００４・２００５年度設備投資計画調査報告（２００５年９月調査） 102 ( 17.11 )

○ ２００５・２００６年度設備投資計画調査報告（２００６年３月調査） 103 ( 18. 9 )
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○ 泡盛業界の現状と課題
　－最近の泡盛・もろみ酢の動向を中心に－

104 ( 18.10 )

○ ２００５・２００６年度設備投資計画調査報告（２００６年９月調査） 105 ( 18.12 )

○ ２００６・２００７年度設備投資計画調査報告（２００７年３月調査） 106 ( 19. 9 )

○ ２００６・２００７年度設備投資計画調査報告（２００７年９月調査） 107 ( 19.11 )

○ バイオエタノールの現状
 －ＪＥＴＲＯ・ブラジルバイオエタノールミッション報告－

108 ( 20. 3 )

○ ２００７・２００８年度設備投資計画調査報告（２００８年３月調査） 109 ( 20. 6 )

○ 沖縄公庫取引先からみた新規開業の現状 110 ( 20. 7 )

○ ２００７・２００８年度設備投資計画調査報告（２００８年９月調査） 111 ( 20.11 )

○ ２００７年度県内主要ホテルの稼動状況 112 ( 20.12 )

○ ２００８・２００９年度設備投資計画調査報告（２００９年３月調査） 113 ( 21. 6 )

○ ２００８・２００９年度設備投資計画調査報告（２００９年９月調査） 114 ( 21.12 )

○ 沖縄県内ホテルのホスピタリティ向上への取り組み状況
２００８年度県内主要ホテルの稼動状況

115 ( 22. 3 )

○ ２００９・２０１０年度設備投資計画調査報告（２０１０年３月調査） 116 ( 22. 6 )

○ ２００９年度県内主要ホテルの稼動状況 117 ( 22. 7 )

○ 沖縄公庫取引先からみた新規開業の現状２０１０ 118 ( 22. 9 )

○ ２００９・２０１０年度設備投資計画調査報告（２０１０年９月調査） 119 ( 22.11 )

○ 沖縄県内の「道の駅」と「農産物直売所」 120 ( 23. 4 )

○ ２０１０・２０１１年度設備投資計画調査報告（２０１１年３月調査） 121 ( 23. 6 )

○ ２０１０年度県内主要ホテルの稼働状況
東日本大震災による県内主要ホテルへの影響

122 ( 23. 7 )

○ ２０１０・２０１１年度設備投資計画調査報告（２０１１年９月調査） 123 ( 23.11 )

○ 平成22年度  沖縄公庫教育資金利用者調査報告 124 ( 24. 4 )

○ ２０１１・２０１２年度設備投資計画調査報告（２０１２年３月調査） 125 ( 24. 6 )

○ ２０１１年度県内主要ホテルの稼働状況
八重山主要ホテルの稼働状況

126 ( 24.10 )

○ ２０１１・２０１２年度設備投資計画調査報告（２０１２年９月調査） 127 ( 24.11 )

○ 沖縄：新たな挑戦　経済のグローバル化と地域の繁栄
　世界の目を沖縄へ、沖縄の心を世界へ

128 ( 25. 2 )

○ OKINAWA: THE CHALLENGES AHEAD THRIVING LOCALLY
IN A GLOBALIZED ECONOMY
"AS THE EYES OF THE WORLD FOCUS ON OKINAWA
 OKINAWA OFFERS ITS HEART TO THE WORLD"

129 ( 25. 2 )

○ ２０１２・２０１３年度設備投資計画調査報告（２０１３年３月調査） 130 ( 25. 6 )

○ ２０１２年度県内主要ホテルの稼働状況 131 ( 25. 9 )

○ ２０１２・２０１３年度設備投資計画調査報告（２０１３年９月調査） 132 ( 25.12 )

○ 平成24年度  沖縄公庫教育資金利用者調査報告 133 ( 26. 5 )

○ ２０１３・２０１４年度設備投資計画調査報告（２０１４年３月調査） 134 ( 26. 6 )

○ 世界自然遺産登録を活かした奄美・琉球の地域活性化策
（やんばる地域・西表島編）～持続可能な地域づくりに向けて～

135 ( 26. 6 )

○ 県内主要ホテルの動向分析
　第一部　2013年度県内主要ホテルの稼働状況
　第二部　シティホテルの長期稼動状況からみた今後の取組
　第三部　県内の宿泊特化型ホテルの動向分析

136 ( 26.10 )

○ ２０１３・２０１４年度設備投資計画調査報告（２０１４年９月調査） 137 ( 26.11 )

○ 「人手不足の影響と人材確保の取組」に関する調査報告 138 ( 27. 4 )

○ 「沖縄の６次産業化認定企業の現況と今後の取組」に関する調査報告 139 ( 27. 5 )
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○ ２０１４・２０１５年度設備投資計画調査報告（２０１５年３月調査） 140 ( 27. 6 )

○ 沖縄公庫取引先からみた新規開業の現状２０１５ 141 ( 27.10 )

○ 県内主要ホテルの動向分析
　第一部　2014年度県内主要ホテルの稼働状況
　第二部　新石垣空港開港に伴う八重山地域主要ホテルの稼働状況

142 ( 27.11 )

○ ２０１４・２０１５年度設備投資計画調査報告（２０１５年９月調査） 143 ( 27.11 )

○ 平成26年度　沖縄公庫教育資金利用者調査報告 144 ( 28.03 )

○ 「インバウンドの影響とその取組」に関する調査報告 145 ( 28.03 )

○ ２０１５・２０１６年度設備投資計画調査報告（２０１６年３月調査） 146 ( 28.06 )

○ ２０１５・２０１６年度設備投資計画調査報告（２０１６年9月調査） 147 ( 28.11 )

○ 県内主要ホテルの動向分析
　第一部　2015年度県内主要ホテルの稼働状況
　第二部　沖縄県内主要ホテルの人手不足に関する調査報告

148 ( 28.12 )

○ 「沖縄における若年雇用問題 －ミスマッチを生む意識構造の分析を中心
に－ 」に関する調査報告

149 ( 29.02 )

○ 定住･交流人口の維持･増加に向けた考察
　第一部　沖縄への移住意向に関する調査報告
　第二部　沖縄の離島観光に関する意識調査報告

150 ( 29.05 )
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